
外国為替法令の解釈及び運用について 

 

                 （昭和５５年１１月２９日付蔵国第４６７２号） 

 

別 紙 

 

第１章 総則 

 

（関係法令の略称） 

０－１ 

この通達における関係法令の略称は、それぞれ次による。 

⑴ 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）……………………………法 

⑵ 外国為替令（昭和５５年政令第２６０号）………………………………………外為令 

⑶ 外国為替に関する省令（昭和５５年大蔵省令第４４号）……………………外為省令 

⑷ 外国為替の取引等の報告に関する省令（平成１０年大蔵省令第２９号）…報告省令 

 

（本邦法人の海外支店等の行為） 

５－０ 

１ 本邦法人の外国にある支店、工場その他の事務所（以下「海外支店等」という。）の

行為が、当該法人の財産又は業務に影響する場合は、当該海外支店等の行為について、

法の規定及び法の規定に基づく命令の規定（以下「外国為替法令の規定」という。）の

適用があるものとする。 

２ 本邦法人の海外支店等相互間の行為が、当該法人の財産又は業務に影響する場合は、

外国為替法令の規定の適用があるものとする。 

３ 本邦法人の海外支店等と当該法人の本邦にある本社、支店、その他の事務所との間

の行為は、非居住者と居住者との間の行為として、外国為替法令の規定の適用がある

ものとする。 

 

（居住性の判定基準） 

６－１－５、６ 

１ 個人（３に掲げる者を除く。） 

個人の居住性は、当該個人が本邦内に住所又は居所を有するか否かにより判定され

るが、その判定が困難である場合もあるので、次に掲げるところにより、本邦内に住

所又は居所を有するか否かを判定するものとする。 

⑴ 本邦人の場合 

イ 本邦人は、原則として、その住所又は居所を本邦内に有するものと推定し、居

住者として取り扱うが、次に掲げる者については、その住所又は居所が外国にあ

るものと推定し、非居住者として取り扱う。 

 (ｲ) 外国にある事務所（本邦法人の海外支店等及び現地法人並びに国際機関を含

む。）に勤務する目的で出国し外国に滞在する者 



 (ﾛ) ２年以上外国に滞在する目的で出国し外国に滞在する者 

 (ﾊ) (ｲ)又は(ﾛ)に掲げる者のほか、本邦出国後外国に２年以上滞在するに至つた

者 

 (ﾆ) (ｲ)から(ﾊ)までに掲げる者で、事務連絡、休暇等のため一時帰国し、その滞

在期間が６月未満のもの 

ロ イにかかわらず、本邦の在外公館に勤務する目的で出国し外国に滞在する者は、

居住者として取り扱う。 

⑵ 外国人の場合 

イ 外国人は、原則として、その住所又は居所を本邦内に有しないものと推定し、

非居住者として取り扱うが、次に掲げる者については、その住所又は居所を本邦

内に有するものと推定し、居住者として取り扱う。 

 (ｲ) 本邦内にある事務所に勤務する者 

 (ﾛ) 本邦に入国後６月以上経過するに至つた者 

ロ イにかかわらず、次に掲げる者は、非居住者として取り扱う。 

 (ｲ) 外国政府又は国際機関の公務を帯びる者 

 (ﾛ) 外交官又は領事官及びこれらの随員又は使用人。ただし、外国において任命

又は雇用された者に限る。 

⑶ 家族の居住性 

居住者又は非居住者と同居し、かつ、その生計費が、専ら当該居住者又は非居住

者に負担されている家族の居住性は、当該居住者又は非居住者の居住性に従うもの

とする。 

２ 法人等（法人、団体、機関その他これらに準ずるものをいい、３に掲げるものを除

く。） 

法人等の居住性は、本邦内にその主たる事務所を有するか否かにより判定されるが、

法人等の支店、出張所その他の事務所等の居住性については次によるものとする。 

⑴ 本邦の法人等の外国にある支店、出張所その他の事務所は、非居住者として取り

扱う。 

⑵ 外国の法人等の本邦にある支店、出張所その他の事務所は、居住者として取り扱

う。 

⑶ 本邦の在外公館は、居住者として取り扱う。 

⑷ 本邦にある外国政府の公館（使節団を含む。）及び本邦にある国際機関は、非居住

者として取り扱う。 

３ 合衆国軍隊等及び国際連合の軍隊等 

⑴ アメリカ合衆国軍隊、アメリカ合衆国軍隊の構成員、軍属、これらの者の家族、

軍人用販売機関等、軍事郵便局、軍用銀行施設及び契約者等は、非居住者である。

（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う外国為

替令等の臨時特例に関する政令（昭和２７年政令第１２７号）第３条） 

⑵ 国際連合の軍隊、国際連合の軍隊の構成員、軍属、家族、軍人用販売機関等及び

軍事郵便局並びに政府が国際連合の軍隊と合意して定めるところに従い財務大臣が



指定する者は、非居住者である。（日本国における国際連合の軍隊の地位に関する協

定の実施に伴う外国為替令等の臨時特例に関する政令（昭和２９年政令第１２９号）

第３条） 

４ 居住性の認定申請手続 

個人及び法人等の居住性は、上記１から３までの基準により判定されるが、その居

住性の明白でない場合において、居住者又は非居住者の区別について、財務大臣の認

定を受けようとするときは、外為省令第３条に規定する手続により認定の申請をする

ものとする。この場合において、当該申請者は、営業又は勤務に従事しているかどう

か、収入をどこで受けているか等について資料を提出し、当該申請に係る居住性を立

証するものとする。 

 

（円建銀行引受手形の取扱い） 

６－１－７ 

１ 円建銀行引受手形は、内国支払手段として取り扱う。 

２ 上記１にいう「円建銀行引受手形」とは、本邦にある法第１６条の２に規定する銀

行等（以下「銀行等」という。）が引受けを行つた貿易関連の本邦通貨をもつて表示さ

れる期限付為替手形で次に掲げるものをいう。ただし、本邦の輸出者が振り出した手

形については船積後３０日以内、その他の手形（⑸の手形を除く。）については船積後

４５日以内に引受けが行われたもので、かつ、船積後１年に郵便日数を加えた期日以

前に満期日が到来するものに限る。 

⑴ 信用状付円建貿易手形 

⑵ アコモデーション手形 

⑶ 輸入決済関係手形（直ハネ手形） 

⑷ リファイナンス手形 

⑸ 表紙手形 

                                        

（収集用又は記念用として輸入する外国通貨） 

６－１－８ 

１ 外国において強制通用力のある通貨は、その輸入の目的が収集用又は記念用等であ

つて、支払手段として使用しない場合であつても「外国通貨」として取り扱う。 

２ 上記１にかかわらず、キーホルダー、ブローチ又はネックレス等として使用する目

的で加工された外国通貨については、「貨物」として取り扱う。 

なお、この場合における「加工」とは、通貨そのものを加工した場合又は装身具等

として使用する目的で枠その他の物品にはめ込まれた場合（物理的に分離することが

できない場合又は分離することによつてその使用価値を著しく損なう場合に限る。）を

いう。 

（注）１ 外国通貨が、単に容器又はケースに収められている場合及び枠その他の物品

にはめ込まれた場合であつても、物理的に分離可能な場合であり、かつ、その

使用価値を著しく損なうこととならない場合には、当該外国通貨については、

上記１の外国通貨として取り扱う。 



２ 上記２にいう「加工された外国通貨」は、関税率表（関税定率法（明治４３

年法律第５４号）の別表の関税率表をいう。）の適用上は、第７１１８．１０号

及び第７１１８．９０号の「貨幣」には分類されないことになつている。 

 

（貴金属の範囲） 

６－１－１０ 

「金の地金、金の合金の地金、流通していない金貨その他金を主たる材料とする物」

の範囲は、次のとおりとする。 

１ 「金の地金、金の合金の地金」とは、金を含有する地金（金の含有量が全重量の１

００分の２未満のものを除く。）であつて、その形状が塊、片、粒その他これに類する

形状のものとする。 

２ 「流通していない金貨」には、強制通用力のある金貨のうち、その額面金額を超え

る価額で取引されるものを含むものとする。 

３ 「金を主たる材料とする物」とは、金の地金を使用する物品であつて、その含有す

る金の重量又は価格が当該物品の重量又はＦＯＢ価格の２分の１以上のものとする。 

 

第１章の２ 支払等 

 

（支払及び支払の受領の範囲） 

１６－１等 

「支払」及び「支払の受領」とは、次に掲げる行為をいう。 

１ 当事者間において支払手段を移転する行為（支払手段と同視し得る、電子決済手段

等（法第６条第１項第９号に規定する電子決済手段等をいう。以下同じ。）、貴金属そ

の他の財産的価値を移転する行為を含む。） 

２ １に掲げるものを除くほか、当事者間において証券、動産、不動産に係る権利その

他の支払手段以外の財産的価値の移転により債権債務を消滅させる行為（現物決済又

は代物弁済により債権債務を消滅させる行為及び贈与を含む。） 

３ 相殺及び貸借記並びに当事者間の合意に基づき財産的価値の移転を伴わず債権債務

を消滅させる行為 

 

（本人特定事項のうち住所又は居所の取扱い） 

１８－１ 

法第１８条第１項に規定する本人特定事項のうち自然人の住所又は居所は、６－１－

５、６に定める居住性の判定基準にかかわらず、犯罪による収益の移転防止に関する法

律（平成１９年法律第２２号）第４条第１項第１号に規定する住居と同様のものとして

取り扱つて差し支えない。 

 

第２章 資本取引等 

 

（海外支店等の設置拡張資金の範囲） 



２３－２ 法第２３条第２項に規定する「設置若しくは拡張に係る資金」の範囲は次のと

おりとする。 

１ 海外支店等の設置時に必要な資金（設置後３月以内の運営に必要な資金を含む。） 

２ 海外支店等の拡張時に要する資金であつて、固定資産又は繰延資産の増加に伴うも

の 

 

第３章 対内直接投資等 

 

（対内直接投資等を行おうとする日） 

２７－１ 

対内直接投資等に関する政令（昭和５５年政令第２６１号）第３条第３項に規定する

「対内直接投資等を行おうとする日」については、増資新株の取得に係る金銭の払込み

等の期間を定めた場合は、当該期間の初日を当該対内直接投資等を行おうとする日とす

る。 

 

第４章 報告等 

 

（特定の銀行等又は資金移動業者） 

５５－１ 

報告省令第３条第２項に規定する「特定の銀行等又は資金移動業者」とは、同条第３

項の規定による通知をした居住者の依頼により、月中において同条第１項の規定に基づ

き報告しなければならないとされる支払等（支払又は支払の受領をいう。以下同じ。）に

係る為替取引を行つた銀行等又は資金移動業者（資金決済に関する法律（平成２１年法

律第５９号）第２条第３項に規定する資金移動業者をいう。）をいう。 

 

（媒介、取次ぎ又は代理の解釈等） 

５５－３－２ 

法第５５条の３第２項に規定する「媒介、取次ぎ又は代理」とは次の⑴から⑶までに

定めるところによる。 

⑴ 「媒介」とは、顧客が他の顧客との間で法第５５条の３第１項第３号（法第２０条

の２の規定により資本取引とみなされる場合に限る。）、第５号、第１０号又は第１１

号に掲げる資本取引（以下「法第５５条の３第２項に規定する資本取引」という。）を

行うことについて、銀行等、法第２２条の２第１項に規定する金融商品取引業者（以

下「金融商品取引業者」という。）及び法第５５条の３第２項に規定する電子決済手段

等取引業者等（以下「電子決済手段等取引業者等」という。）が仲立ちとなつて行うこ

とをいう。 

⑵ 「取次ぎ」とは、顧客の計算で銀行等、金融商品取引業者及び電子決済手段等取引

業者等の名義により法第５５条の３第２項に規定する資本取引を行うことをいう。 

⑶ 「代理」とは、顧客の計算で顧客の名義により銀行等、金融商品取引業者及び電子

決済手段等取引業者等が代理人となつて法第５５条の３第２項に規定する資本取引を



行うことをいう。 

 

第５章 雑則 

 

（電子決済手段等によりなされる支払等の換算の方法） 

１６－１、２１－１等 

外為省令第２７条の２に規定する「合理的と認められる方法」とは、次に掲げる電子

決済手段等の相場を用いる方法をいう。 

１ 外為令第６条第１項、第６条の２第３項若しくは第７条の２に規定する支払等若し

くは同令第１１条第１項若しくは第１１条の３第１項に規定する資本取引に係る支払

等のうち電子決済手段等によりされるもの若しくは当該資本取引のうち法第２０条の

２の規定により資本取引とみなされる取引又は外為令第１１条の５第４項の規定によ

り読み替えられた同条第１項に規定する行為（次に掲げるいずれかの相場） 

⑴ 当該支払等、取引又は行為が行われる日の属する月若しくは週の前月若しくは前

週の末日又は当月若しくは当週の初日の当該支払等、取引又は行為の対象となる電

子決済手段等の相場 

⑵ 当該支払等、取引又は行為が行われる日の属する月又は週の前月又は前週の平均

相場のように１月以内の一定期間における当該支払等、取引又は行為の対象となる

電子決済手段等の相場 

２ 外為令第６条の２第２項に規定する支払等 

⑴ 当該支払等が行われる日における当該支払等の対象となる電子決済手段等の相場 

⑵ 上記⑴に掲げる相場がない電子決済手段等の場合には、当該電子決済手段等と交

換可能な電子決済手段等であつて、本邦通貨又は外国通貨と交換可能なものの当該

支払等が行われる日における相場 

⑶ 上記⑴及び⑵に掲げる相場がない場合には、次に掲げるいずれかの相場 

イ 当該支払等が行われる日の属する月若しくは週の前月若しくは前週の末日又は

当月若しくは当週の初日の当該支払等の対象となる電子決済手段等の相場 

ロ 当該支払等が行われる日の属する月又は週の前月又は前週の平均相場のように

１月以内の一定期間における当該支払等の対象となる電子決済手段等の相場 

 

５５－１、５５－３－２ 

報告省令第３６条の２第１項及び第２項に規定する「合理的と認められる方法」とは、

次に掲げる電子決済手段等の相場を用いる方法をいう。 

１ 当該支払等又は当該資本取引が行われた日における当該支払等又は当該資本取引の

対象となる電子決済手段等の相場 

２ 上記１に掲げる相場がない電子決済手段等の場合には、当該電子決済手段等と交換

可能な電子決済手段等であつて、本邦通貨又は外国通貨と交換可能なものの当該支払

等又は当該資本取引が行われた日における相場 

３ 上記１及び２に掲げる相場がない場合には、次に掲げるいずれかの相場 

⑴ 当該支払等又は当該資本取引が行われた日の属する月若しくは週の前月若しくは



前週の末日又は当月若しくは当週の初日の当該支払等又は当該資本取引の対象とな

る電子決済手段等の相場 

⑵ 当該支払等又は当該資本取引が行われた日の属する月又は週の前月又は前週の平

均相場のように１月以内の一定期間における当該支払等又は当該資本取引の対象と

なる電子決済手段等の相場 

 

（許可申請書の作成方法） 

１６－１等 

外為省令に定める許可申請書（別紙様式第二、第三及び第五から第十四までによる許

可申請書並びに別紙様式第十五による変更許可申請書をいう。）は、外国語で記入された

事項については、日本語を付記することにより作成して差し支えない。この場合、当該

付記される日本語をもつて申請の内容とする。 

 

（届出書の受理に際し使用する受理印） 

６９－１ 

１ 外為省令第２２条第１項及び第２４条第１項の規定に基づき届出書が日本銀行を経

由して提出される場合における財務大臣の受理印は、次のとおりとする。なお、受理

印中の①欄には届出書の受理年月日、②欄には届出書の受理符号及び受理番号、③欄

には日本銀行の本店又は支店名が記入されることとなつている。 

 

 

２ 対内直接投資等に関する命令（昭和５５年総理府、大蔵省、文部省、厚生省、農林

水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省令第１号）第３条第７項、第

４条第４項及び第５条第２項の規定に基づき届出書が日本銀行を経由して提出される

場合における財務大臣及び事業所管大臣の受理印は、次のとおりとする。なお、受理

印中の①欄には届出書の受理年月日、②欄には届出書の受理符号及び受理番号、③欄

には日本銀行の本店又は支店名が記入されることとなつている。 

 


